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139,000 22,082

26,000

139,000 22,082

9,000 3,000

児童クラブ等における障がいのある子どもの受け入れ　民間施設方式

49

3

5年生まで

6年生まで

児童クラブ等における障がいのある子どもの受け入れ　児童クラブ・学校施設方式

項　　　　　　目

（仮称）区子育て支援センター　（カ所）

児童家庭支援センター　（カ所）

乳幼児医療費助成 通院　（対象年齢）

乳幼児医療費助成 入院　（対象年齢）

児童会館　（館）

ミニ児童会館　（館）

認可保育所　（カ所）

認可保育所定員　（定員数）　

3

延長保育事業　（カ所）

一時保育事業　（カ所）

乳幼児健康支援デイサービス事業　（カ所）

175

15195

4年生まで

5年生まで

120

42

4歳未満

6歳未満

103

26

103

22

6年生まで

6年生まで

就学前まで

16年度末
( 実 績 )

15年度末
( 現 状 )

-

1

-

1

3

181

1598015585

131 141

57

180

就学前まで

189187

36

児童クラブ等における障がいのある子どもへの対応の充実

（仮称）屯田北地区児童会館整備事業（再掲）

ミニ児童会館整備事業（再掲）

施策

番号

29,679

3,000

62,126

延長保育事業（多様な保育サービスの充実）

一時保育事業（多様な保育サービスの充実）

乳幼児健康支援デイサービス事業（多様な保育サービスの充実）

休日保育事業（多様な保育サービスの充実）

（仮称）札幌市幼児教育振興計画の策定 3,000 3,010

2,698,000 707,553

（仮称）屯田北地区児童会館整備事業

ミニ児童会館整備事業

子どもや若者の健康に関する知識の普及啓発

保育所待機児童対策事業

保健と医療が連携した育児支援ネットワーク事業

特定不妊治療費助成事業

乳幼児医療費助成の対象年齢拡大

実　績　事　業　費

地域での子育てサロンの設置への支援

（仮称）区子育て支援センター設置事業

児童家庭支援センター事業の拡充

17年度
( 決算 )

3,140

397,095

18,8649,564

7,824

0

1,255

805,177

977,908

29,679

3,8282,442

健やかに暮らせる共生の街さっぽろ

少子化対策の推進

新 ま ち づ く り 計 画 （ H16 ～ 18 ） 施 策 総 括 調 書

18年度
( 決算 )

事　　業　　名

（単位:千円）

基 本 目 標

重点戦略課題

2

計　　画　　事　　業　　の　　実　　施　　状　　況

2

施
策
の
基
本
方
針

さまざまな市民の知恵や経験を活かして、地域での子育て支援体制を充実し、子どもが心身共に
健やかに生まれ育つための環境づくりを推進するとともに、子育てと仕事などの両立を支援する
取り組みを進めます。

2,526 70.85,666

合 計

159,529

施策
番号

8,000

544,000

0

計 画
事業費

16年度
( 決算 )

13,455

216,130

161,000 44,488 152,38853,99453,906

0216,130257,000

1,207

70,789

2,970,897

0

62,126

3,137

871,128

16,000 3,868

83,000 23,684

　

就学前まで就学前まで就学前まで

3

2

17年度末
( 実 績 )

-

2

18年度末
( 目 標 )

113,887

104104104

13,824

就学前まで

18年度末
( 実 績 )

主　な　施　設　、　サ　ー　ビ　ス　等　の　整　備　水　準

少子化対策普及啓発事業

12,1014,0774,156

180,28857,46155,242

77,81129,74524,382

235,000 67,585

36.2

2,556,589

9,407

2,724,000 795,165 2,455,227 90.1854,885

39.5

257,000 0 216,130216,130

8,147,179 92.8

5,667

84.1

11,845

4032

94.8

153.6

75.6

就学前まで就学前まで

2

3

48,000

30,000

212,000

8,784,000

4,971

28,390

2,853,575

19,036

72

4

16730

146

63

4

156

6年生まで

6年生まで

6年生まで

6年生まで

94.7

0 99,179 46.8

2,322,707

113,887

142.24,2650

81.9

570,079

進 捗
率

76.7

16725

84.1

81.9

104.8

47,464 98.9

93.7
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新 ま ち づ く り 計 画 （ H16 ～ 18 ） 施 策 総 括 調 書

18　年　度　(　実　績　)

基 本 目 標 2 健やかに暮らせる共生の街さっぽろ

17　年　度　(　実　績　)

重点戦略課題 2

課　　　　　　　　　題評　　　　価（　成　　果　）

少子化対策の推進

１6　年　度　(　実　績　)

子どもが心身共に健やかに生まれ育つための環境づくり

●１７年度の事業開始に向け、特定不
妊治療費助成事業検討会を設置

●乳幼児医療費助成を、入院・通院と
も小学校入学前まで対象年齢を１０月
から拡大
●児童会館建設に向け、子どもの意見
を聞く機会を設定
●ミニ児童会館４館を整備し、３カ所の
空白校区を解消
●各学校と連携し、思春期ヘルスケア
事業を約11,000人の児童・生徒に対し
実施し、また性に関する相談事業の体
制整備について検討

●１７年4月１日以降の特定不妊治療
を対象として、17年10月から助成申請
の受付を開始
●通院・入院ともに小学校入学前まで
対象年齢とした乳幼児医療助成を実
施
●屯田北児童会館を18年3月に開館

●ミニ児童会館6館を整備し、３カ所の
空白校区を解消
●各学校と連携し、思春期ヘルスケア
事業を約15,000人の児童・生徒に対し
実施し、また人工妊娠中絶・性感染症
の予防に関する相談事業を実施

主　　　な　　　取　　　組　　　内　　　容

地域での子育て支援体制の充実

●地域への働きかけにより、子育てサ
ロン設置小学校区19カ所増（計141小
学校区）、地域主体の子育てサロン44
カ所増（計90カ所）

●豊平区及び東区の（仮称）区子育て
支援センターの実施設計に着手

●既存の興正子ども家庭支援セン
ターへの補助を継続
●医療機関からの情報提供により、ハ
イリスク母子201件の訪問指導を実施

●地域主体の子育てサロン立上げ支
援事業による立上げ支援及びミニ児童
会館を活用したサロン立上げ推進によ
り、子育てサロン設置小学校区23カ所
増（計164小学校区）、地域主体の子
育てサロン42カ所増（計132カ所）
●豊平区保育・子育て支援センターの
新園舎の建築及び東区保育・子育て
支援センターの開設に向けた整備

●羊ケ丘児童家庭支援支援センター
（新設）の補助により、２カ所で実施
●医療機関からの情報提供により、ハ
イリスク母子204件の訪問指導を実施

●子育てサロン立上げ推進により、子育
てサロン設置小学校区14カ所増（計178
小学校区）、地域主体の子育てサロン19
カ所増（計151カ所）。子育てサロン立ち
上げのためのマニュアルを作成

●18年４月に３区（豊平区・西区・手稲
区）で保育・子育て支援センターを開設。
東区保育・子育て支援センターを整備
（19年４月開設）
●２カ所の児童家庭支援支援センターの
補助を継続
●医療機関からの情報提供により、ハイリ
スク母子312件の訪問指導を実施

施策１

施策２

子育てと仕事などの両立支援の推進

●17年4月までの保育所定員を前年同
月比300人増とする整備を実施
●札幌市幼児教育市民会議を設置
し、教育長の諮問事項検討のための
会議を開催
●延長保育実施11カ所増（131カ所）、
一時保育実施7カ所増（49カ所）、乳幼
児健康支援デイサービス3施設で実
施、休日保育1カ所で実施

●民間施設方式児童育成会への障が
い児助成対象を6年生まで拡大、児童
クラブ・学校施設方式児童育成会では
5年生まで対象を拡大
●「仕事と家庭の両立支援」と「働き方
の見直し」をテーマとしたセミナーを1
回実施

●18年4月までの保育所定員を前年同
月比395人増とする整備を実施
●札幌市幼児教育振興計画素案のパ
ブリックコメントを実施し、17年12月に
計画を策定
●延長保育実施10カ所増（141カ所）、
一時保育実施8カ所増（57カ所）、乳幼
児健康支援デイサービス3施設で実
施、休日保育1カ所で実施

●児童クラブ・学校施設方式児童育成
会で障がい児の受け入れ対象学年を6
年生まで拡大

●子どもの良さを再認識する「ほのぼ
の写真＆メッセージ」の募集、「子育て
支援」フォーラムや「若者」が少子化を
考えるトークイベントを実施

●19年4月までの保育所定員を前年同月
比750人増とする整備を実施
●18年12月に札幌市幼児教育振興計画
アクションプログラムを策定・公表

●延長保育実施5カ所増（146カ所）、一
時保育実施6カ所増（63カ所）、18年４月
に新規施設を開設し乳幼児健康支援デ
イサービス４施設で実施、休日保育1カ所
で実施
●引き続き、障がい児の対象学年を6年
生までとした民間施設方式児童育成会
への助成及び児童クラブ・学校施設方式
児童育成会で受入
●ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽに関する市長と札商
会頭との会談を実施。また働く女性向け
無料情報紙を活用した啓発紙を発行。学
生が少子化を考えるﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ活動を実施

●特定不妊治療費助成の対象期間を、２
年間から５年間に延長

●引き続き、通院・入院ともに小学校入
学前まで対象年齢とした乳幼児医療助
成を実施

●ミニ児童会館８館を整備し、７カ所の空
白校区を解消
●引き続き各学校と連携した思春期ヘル
スケア事業を約16,000人の児童･生徒に
対し実施し、また医療機関と保健セン
ターの連携による性に関する相談事業を
実施

施策３

・地域との協働により開設される子育てサロンが順調に増
加し、子育て家庭が気軽に交流できる場が市内全域に広
がっている。
・また、育児に対する不安や負担感を抱える保護者の相談
などができる保育・子育て支援センターの開設や拡充した
児童家庭支援センターでの相談及び医療機関からの情報
提供等により、育児不安の解消や児童虐待の早期予防に
効果を上げている。

・地域や関係機関との連携をより一層強化し、育児に不安
や負担感を感じている子育て家庭が、相談や支援を受け
られる場を拡げるとともに、さらにきめ細かな支援について
検討する必要がある。施

策
１
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重点戦略課題 2 少子化対策の推進

新 ま ち づ く り 計 画 （ H16 ～ 18 ） 施 策 総 括 調 書

基 本 目 標 2 健やかに暮らせる共生の街さっぽろ

地域や市民が子育て家庭を支援し、子どもたちの健やかな成長を見守っていく仕組みは整えられるつつあるといえる。
（「子育て家庭の交流の場が開催されている地域の割合」並びに「子育てボランティア登録者数」）
一方で、働きながら子育てしやすい環境づくりには、保育所整備が不可欠であるが、当初の予測を超える保育需要の増
大等により著しい成果は挙がっていない。また、本重点戦略課題の総合的評価となる「子育てしやすいまちだと思う人の
割合」は、施設整備や制度の拡充を図ったにも関わらず減少していることから、本重点戦略課題についてより一層の努力
が求められている。

子育てしやすいまちだと思う人の割合（％）項目3 子育てボランティア登録者数　（人） 項目4

評　　　　価（　成　　果　） 課　　　　　　　　　題

成　　果　　指　　標　　等　　の　　動　　向

・施設の整備及び制度の充実が、計画どおり進められ、ミ
ニ児童会館については当初の計画数を超える整備数と
なった。
・また、子どもや若者の健康に関する知識の普及啓発につ
いては、思春期ヘルスケア事業の実施校、回数ともに増加
し、実施後の調査等により健康に関する正しい知識の普及
啓発に成果が見られる。

・放課後児童が自由に遊び、安全に過ごせる場としてのミ
ニ児童会館の整備については、市民からの要望も多いが、
これまでの整備手法で進めていくには困難な状況もあり、
新たな整備手法を検討する必要がある。
・助成事業については、国や道の施策の動向を踏まえ、財
政面を勘案しつつも、拡充を検討する必要がある。

・増大する保育需要に対応するための保育所定員の拡充
は、計画どおり進められた。
・多様化する保育ニーズへの対応については、実施カ所
数の計画目標を達成するには至らなかった事業もある。

・共働き家庭の増加などにより放課後児童対策や保育ニー
ズは増大・多様化しており、それらに対応するため、さらに
サービスの拡充が必要である。
・両立支援を進めるために、企業自らの取組が重要であ
り、その取組を評価し、支援する仕組みを検討する必要が
ある。

施
策
２

施
策
３

項目1 項目2 保育所待機児童数　（人）子育て家庭の交流の場が開催されている地域の割合（％）

成 果 指 標 か ら 見 た 重 点 戦 略 課 題 の 評 価

（小学校区単位で見た年度末の割合）
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